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○ 国の報告によると、発達障がいの診断に係る初診待機が長期化しているとの指摘があり、

本道においても初診待機が生じている医療機関があります。 

 

【依存症】 

○ アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症については、当圏域に依存症専門医療機関が１

か所（医療法人北仁会石橋病院）、自助グループは、断酒会が４か所、AA（アルコホーリク

ス・アノニマス（アルコール依存症の自助グループ））が４か所、GA（ギャンブラーズ・アノニマ

ス（ギャンブル依存症の自助グループ））が１か所あります。 

 

○ 道では、令和３年３月に策定した「第２期北海道アルコール健康障害対策推進計画」や令

和５年３月に策定した「第２期北海道ギャンブル等依存症対策推進計画」に基づき、依存症

専門医療機関及び依存症治療拠点機関を選定する等の取組を進めています。 

 

【外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）】 

ＰＴＳＤは、災害・犯罪・事故等により被害を受けた被災者や被害者、その遺族等が、身

体被害の有無に関わらず、精神的被害を受けることが原因となって発症するものであり、持

続的な重い精神的後遺症が残ることもあります。 

 

【高次脳機能障がい】 

○ 高次脳機能障がいとは、病気（脳血管疾患、低酸素脳症、脳腫瘍等）や交通事故などに

よる脳外傷等の要因により脳に損傷をきたしたために生じる記憶障害や注意障害、遂行機

能障害、社会的行動障害を指します。高次脳機能障がいは外見では分かりにくく、本人や

周囲の方が障がいを認識しづらい場合が多いことなどから、適切な医療や支援を受けにく

い場合があります。 

 

○ そのため、普及啓発や相談支援のほか、支援拠点医療機関を選定し、地域の医療機関と

の連携に努めるなど総合的な支援に取り組んでいます。 

 

【摂食障害】 

摂食障害は、潜在患者は多いものと推定されているにもかかわらず、専門的な医療につ

ながるまでに長期間が経過することによって、重症化してしまうことも少なくありません。 

 

【てんかん】 

○ てんかんの有病率は、約0.8％と推定されており、発達期だけではなく、老年期にも発症し、

認知症等と合併することも知られています。 

 

○ てんかんは、小児科、神経内科、脳神経外科など、精神科以外の診療科でも多くの患者

が受診しています。 

 

○ そのため、関係機関との連携・調整を図り、関係機関の医師等への助言や地域における

てんかんに関する普及啓発等を行い、「てんかん地域診療連携体制整備事業」を実施する

ため、令和元年12月にてんかん診療拠点機関（現：てんかん支援拠点病院）を選定（札幌

医科大学付属病院）し、令和４年９月からは二次診療施設の選定及び認定が進められ、当

圏域では、ひまわり会札樽病院とJA北海道厚生連倶知安厚生病院が認定されています。 

 

 

 

コメントの追加 [事務局100]:  
圏域  
→  
当圏域 
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【精神科救急・身体合併症】 

○ 当圏域は精神科救急医療体制においては、道央ブロック（札幌・後志）に属していますが、

当圏域には輪番病院がなく、当番病院のある札幌市内まで距離的に離れている地域もある

ことから、圏域所在の病院において受診調整することも多く、夜間・休日の対応に苦慮する

など、緊急に入院を必要とする患者に対応することが困難な状況にあります。 

 

○ 当圏域において、身体合併症に対応可能な施設が小樽市立病院のみであることから、身

体合併症を有する患者の救急搬送時の受入調整に時間を要する傾向が見られます。 

 

【自殺対策】 

○ 道では、自殺者数の総数は平成21年以降減少を続けてきたものの、令和３年には13年ぶ

りに前年を上回り、20歳未満の自殺者数は、平成21年以降では過去最多となったほか、自

殺死亡率は全国平均を上回っています。 

 

○ 自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、自殺の背景には、うつ病をはじめとする精  

神疾患が関連することが多いことが知られています。 
 

（表２－５－５）【人口10万人当たりの自殺死亡率、年齢調整死亡率】 

 
出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」（令和５年） 

 

（表２－５－６）【自殺標準化死亡比（SMR）＊12013年～2022年までの10年間】 

  
 出典：北海道健康づくり財団資料 

 

【災害精神医療】 

 道では、災害等が発生した場合に、被災地域からの要請などに基づき、災害派遣精神医

療チーム（ＤＰＡＴ）を派遣し、精神保健活動の支援等を行っており、令和４年度末時点で、

10医療機関と協定を締結しています。  

なお、当圏域では、ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院と協定を締結しています。 

 

【医療観察法における対象者への医療】 

○ 心神喪失者等医療観察法＊2による入院処遇とされた方の治療を行う「指定入院医療機関」

が１か所整備されています。 

 

○ 心神喪失者等医療観察法における退院決定又は通院決定を受けた方が必要な医療を受

ける「指定通院医療機関」のある第二次医療圏は18圏域にとどまっており、当圏域では指定

がありません。 

 

（２）課 題 

○ 精神科医療機関と地域のかかりつけ医との連携により、精神疾患が疑われる人への受診

勧奨等の取組が必要です。 

                                                      
＊1 標準化死亡比（ＳＭＲ）：地域による年齢構成の違いを修正し、全国を 100 として比較したもの。 

＊2 心神喪失などの状態で重大な他害行為を行ったものの医療及び観察などに関する法律：心神喪失等の状態で重大 

な他害行為を行ったものに対し、継続的かつ適切な医療ならびにその確保のために必要な観察及び指導を行うことに 

よって、その病状の改善及び同様の行為の再発防止を図り、社会復帰を促進することを目的とする。 

区 分 全 国 北海道 後志圏域
自殺死亡率（％）

（2022年）
17.3 18.6 15.9

区 分 北海道
男　　性 103.5
女　　性 102.5

コメントの追加 [事務局101]:  
輪番病院がないため、 
→ 
輪番病院がなく、当番病院のあ

る札幌市内まで距離的に離れて

いる地域もあることから、 

コメントの追加 [事務局102]:  
対応するための保護室等空床の

確保が 
→ 
対応することが 

コメントの追加 [事務局103]:  

2010 年～2019 年 
→ 
2013 年～2022 年 
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○ 住民の精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援＊1の実施に資するよう、精

神疾患に関する知識の普及・啓発を行う必要があります。 

 

○ 精神科医療を必要としている人とその家族（ケアラー等＊2含む）への相談支援の充実のた

め、住民にとって身近な市町村や保健所における相談機能の強化に努める必要があります。 

 

○ 精神科医療機関の受診を必要とする人が早期に受診できるよう、精神科医療体制の確保

の取組が必要です。 

 

○ 身近な地域で良好な療養環境の下、外来や訪問、入院医療等の適切な精神科医療が提

供される体制づくりが必要です。 

  また、精神病床における隔離・身体的拘束の最小化に向けた取組や虐待の防止に係る取

組が求められています。 

 

○ 精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、

医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加、地域の助け合い、普及啓発が包括的に確保さ

れた、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」を構築し、できるだけ地域で、当事

者・家族が安心して生活が送れるよう、医療機関と地域の相談支援事業所や障害福祉サー

ビス事業所等が連携した地域定着への支援が必要です。 

 

○ 日中活動の場や退院後の住まいなど生活の場の確保、復職・就職への支援など、社会復

帰へ向けた環境整備が必要です。 

 

【統合失調症】 

○ 新規入院患者の入院長期化の防止や長期入院患者の退院を促進するため、精神科医、

看護師、薬剤師、精神保健福祉士、作業療法士、公認心理師、臨床心理技術者等からな

る多職種チームによる診療計画の作成や、退院後の訪問看護、外来治療継続の支援など、

地域の関係者が連携し、地域移行に向けた支援が必要です。 

 

○ 当圏域内の医療機関における連携体制の構築や長期入院患者の症状を軽快させる治療

法の普及、精神科リハビリテーションを始めとする予防的アプローチの充実などが必要です。 

 

【うつ病・躁うつ病】 

○ 内科等のかかりつけ医や産業医との連携を推進し、精神科医療へのアクセスを促す取組

が必要です。 

 

○ 患者のニーズや病状に応じて、地域の就労支援事業所、障害者就業・生活支援センター

等の関係機関と連携した就労支援・復職支援の取組が必要です。また、事業主を始めとし

た職域関係者に対し、うつ病の正しい知識の普及を図っていくことが必要です。 

 

 

 

                                                      
＊1 初期支援：心の健康問題を抱える人に対して､専門家の支援の前に身近な人によって提供される応急処置のことをい

う。 

＊2 ケアラー等：高齢、障がい、疾病その他の理由により援助を必要とする家族友人その他の身近な人に対し、無償で介

護、看護、日常生活上の世話その他の援助を提供する者をいう。ケアラーのうち、18 歳未満の者をヤングケアラーとい

う。 

コメントの追加 [事務局104]:  
地域住民  
→  
住民 

コメントの追加 [事務局105]:  
地域の関係者と連携した 
→ 
地域の関係者が連携し、 

コメントの追加 [事務局106]:  
圏域内  
→  
当圏域内 
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【認知症】 

○ 認知症の人の意思が尊重され、できる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることが

できるよう、認知症に関する正しい知識や理解を深めるための普及・啓発の取組を進める必

要があります。 

 

○ 早期発見・早期対応のほか、認知症の人に対する相談・診断等の対応を効果的に提供す

るため、かかりつけ医や認知症初期集中支援チーム、認知症疾患医療センター等の更なる

質の向上や連携体制の構築・強化が求められています。 

 

○ 認知症サポート医について医療機関や介護関係者への周知や活動内容の充実が求めら

れています。 

 

○ 認知症の人が、それぞれの状況に応じた適切な医療や介護サービスを受けられるよう、医

療従事者や介護従事者に対する認知症ケアの質の向上を図る取組が必要です。 

 

○ できるだけ身近な地域で家庭的な雰囲気の中で介護が受けられるよう、認知症の人の地

域における生活の場の確保が求められています。 

 

【児童・思春期精神疾患】 

○ 児童・思春期に特有の疾患に関する正しい理解と対応について、小児科医を始め、地域

の保健・医療・福祉・教育関係者に対する学習機会の確保が必要です。 

 

○ 適切な養育と子どもの健康な発達の関連について、幅広く啓発することが必要です。 

 

○ 乳幼児健診は、発達障がい等子どもの心の問題の早期発見にも資する機会であることか

ら、市町村からの受診勧奨を徹底するとともに、健診担当部局と医療機関・保健所等の関係

機関が連携した健診後の保健指導や相談支援等の取組が重要です。 

 

○ 心の診療を必要とする子どもの入院治療機能を持つ医療機関と連携を図るなど、子どもの

心の診療体制の構築に向けた取組が求められています。 

 

【発達障がい】 

○ 発達障がいの特性等に関する理解と対応について、医師を始め、地域の保健・医療・福

祉・教育関係者等に対する学習機会の確保が必要です。 

 

○ 発達障がいがある人については、児童・思春期から成年期にかけて、ライフステージに沿

って、地域の保健・医療・福祉、教育等教育等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一

貫した支援を提供する体制の構築を図ることが必要です。 

 

○ 発達障がいを背景とする不安障害等の二次障がいを防ぐためにも、的確な早期診断と適

切な療育的支援、医療的支援が必要です。 

 

【依存症】 

○ 依存症対策の専門的支援に係る地域の相談支援体制を整備し、必要に応じて適切な医

療につなげるなどの取組が必要です。 
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○ アルコール依存症については、治療を行う医療機関と内科等のかかりつけ医や産業医等

の連携が十分でないため、重症化してから治療につながる傾向もあり、医療機関や関係機

関との連携強化が必要です。 

 

○ 近年は、オンラインによるギャンブルが身近となっている社会環境の変化から、「オンライン

によるギャンブル」の特徴やリスクについて理解できるような普及啓発が必要です。 

 

【外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）】 

 被災者や犯罪被害者等が心理的外傷その他災害や犯罪などにより心身に受けた影響か

ら回復できるようにするため、精神的・身体的被害に対する保健・医療・福祉サービスの充実

を図ることや専門性の高い方の人材育成が必要です。 

 

【高次脳機能障がい】 

高次脳機能障がいに関する知識の普及を図るとともに、地域での相談窓口や利用可能な

支援制度などの周知を図ることが必要です。また、地域の医療機関における高次脳機能障

がいの診療体制の充実を図ることが必要です。 

 

【摂食障害】 

プライマリケアを担う医療機関、小児科医、内科医等への摂食障害に関する普及啓発を

進め、早期発見、適切な治療につなげることが必要です。また、地域における診療連携体

制の構築が必要です。 

 

【てんかん】 

○ てんかん専門医の下での高度な医療が必要な患者については、道内では専門医の偏在

により、十分な医療が受けられない状況もあるため、てんかん支援拠点病院を中心とした地

域での診療連携体制や遠隔医療による対応が必要です。 

 

○ 未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及啓発等を通じ、

適切な治療につなげることが必要です。 

 

○ 老年期に発症するてんかんに関し、医療関係者等への理解の促進が必要です。 

 

【精神科救急・身体合併症】 

○ 休日や夜間を含め、24時間365日、精神科救急患者や身体疾患を合併した患者等の状

態に応じて適切な医療を提供できる体制の確保が必要です。 

 

○ 新興感染症の発生及びまん延に備え、新型コロナウイルス感染症をはじめとした新興感

染症への対応の検討が必要です。 

 

○ 精神科救急輪番体制の確保に当たっては、当圏域には輪番病院がなく、当番病院のある

札幌市内まで距離的に離れている地域もあることから、当圏域に所在する医療機関との連

携強化を図るなど、円滑な救急患者受入に係る対応策の検討が必要です。 

 

○ 身体合併症患者の受入や自殺企図者の身体的処置終了後の精神科医による事後対応、

精神科救急と一般救急が連携した並列モデルによる受入体制等、一般救急との連携体制

の構築が必要です。 

 

コメントの追加 [事務局107]:  
【高次脳機能障がい】 
○ 高次脳機能障がいに関する

知識の普及を図るとともに、地域

での相談窓口や利用可能な支

援制度などの周知を図ることが必

要です。また、地域の医療機関

における高次脳機能障がいの診

療体制の充実を図ることが必要

です。 
○ プライマリケアを担う医療機

関、小児科医、内科医等への摂

食障害に関する普及啓発を進

め、早期発見、適切な治療につ

なげることが必要です。また、地

域における診療連携体制の構築

が必要です。 
→ 
【高次脳機能障がい】 
高次脳機能障がいに関する知識

の普及を図るとともに、地域での

相談窓口や利用可能な支援制

度などの周知を図ることが必要で

す。また、地域の医療機関にお

ける高次脳機能障がいの診療体

制の充実を図ることが必要です。 
 
【摂食障害】 
プライマリケアを担う医療機関、

小児科医、内科医等への摂食障

害に関する普及啓発を進め、早

期発見、適切な治療につなげる

ことが必要です。また、地域にお

ける診療連携体制の構築が必要

です。 

コメントの追加 [事務局108]:  
圏域  
→  
当圏域 
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【自殺対策】 

○ 地域における自殺予防対策の推進に当たっては、自殺対策の専門的支援に係る地域の

相談支援体制を整備し、必要に応じて適切な医療につなげるなどの取組が必要です。 

 

○ 医療機関と保健所・市町村及び自殺対策に取り組む民間団体等が連携し、自殺未遂者

への自殺再企図防止のための支援や住民に対する啓発を行うほか、地域間の取組の格差

を是正する取組など、自殺対策に社会全体で取り組んでいくことが必要です。 

○ 子ども・若者、女性の自殺対策の強化など総合的な自殺対策の更なる推進が必要です。 

 

【災害精神医療】 

精神保健医療体制を踏まえ、災害発生時に求められる精神保健医療のニーズを把握し、

そのニーズへの対応方法や体制の検討、ＤＰＡＴ等医療チームの受入体制の構築などが必

要です。 

 

【医療観察法における対象者への医療】 

○ 道として、医療観察法の対象者の適切な治療を実施するため、道内の指定通院医療機関

について、更に確保していくことが必要です。 

 

○ 対象となった人のニーズに応じた保健福祉サービスの活用等、地域処遇における指定通

院医療機関と関係機関が連携した支援が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメントの追加 [事務局109]:  
当圏域の精神保健医療体制 
→ 
精神保健医療体制 
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（３）必要な医療機能 

【地域精神科医療提供機能】 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ＩＣＦ（国際生活機能分類）＊1の基本的な考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提 

供すること 

・ 地域の保健・医療・福祉・介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

 

【地域連携拠点機能】 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ＩＣＦ（国際生活機能分類）の基本的な考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供 

すること 

・ 地域の保健・医療・福祉・介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

・ 医療連携の地域拠点の役割を果たすこと 

・ 情報収集発信の地域拠点の役割を果たすこと 

・ 人材育成の地域拠点の役割を果たすこと 

・ 地域精神科提供機能を支援する役割を果たすこと 

 

【都道府県連携拠点機能】 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ＩＣＦの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること 

・ 地域の保健・医療・福祉・介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

・ 医療連携の都道府県拠点の役割を果たすこと 

・ 情報収集発信の都道府県拠点の役割を果たすこと 

・ 人材育成の都道府県拠点の役割を果たすこと 

・ 地域連携拠点機能を支援する役割を果たすこと 
 

（図２－５－１） 

 
 

                                                      
＊1 ＩＣＦ（国際生活機能分類）：人が生きていくための機能全体を「生活機能」としてとらえる。「生活機能」は、①体の動き 

や精神の働きである「心身機能」、②ADL・家事・職業能力や屋外歩行といった生活行為全般である「活動」、③家庭や 

社会生活で役割を果たすことである「参加」の３つの要素から構成される。 

コメントの追加 [事務局110]:  
○ 
→ 
・ 
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（４）数値目標等 
 （表２－５－７） 

 
 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

○ 一般科医療機関から適切に精神科医療機関につなげるため、内科医等かかりつけ医を

対象とした研修などにより、連携体制の構築を促進します。 

 

○ 保健所や市町村等身近な地域において当事者・家族の相談支援に従事する職員の専門

性の向上を図るため、北海道立精神保健福祉センターが開催する自殺対策、ひきこもり、

依存症などの支援に関する技術支援や研修を活用します。 

 

○ 一般科医療機関に勤務するコメディカルスタッフや地域の相談機関職員などを対象とした

適切な精神科医療へのつなぎ等の連携方法の習得のための研修会受講を働きかけるなど、

人材育成に取り組みます。 

 

○ 地域精神医療確保対策事業を実施し、地域の精神科医確保のほか、関係機関と連携し、

精神科医療体制の維持に取り組みます。 

 

○ 「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、住民の精神障がい者

に対する理解促進及び適切な初期支援の実施に向けて、後志地域精神保健協会と協力し

普及・啓発に取り組むほか、精神障がいのある人やその家族が、地域の一員として安心して

自分らしい暮らしをすることができるよう、既に当圏域に設置している保健・医療・福祉関係

者による協議の場を市町村ごとにも設置できるよう、広域での調整に努め、重層的な連携に

よる支援体制を構築します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状値 目標値

計画策定時 R11

体制整備
認知症疾患医療センター
の整備数

2 2 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月時点）

入院後３か月時点での
退院率（％）

62.2 68.9

入院後６か月時点での
退院率（％）

77.1 84.5

入院後１年時点での
退院率（％）

85.2 91.0

精神病床から退院後の
１年以内に地域における
平均生活日数（日）

330.1 330.1 現状維持以上

住民の
健康状況等

現状より増加
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）

指標区分 指標名（単位）
目標値の
考え方

現状値の出典

コメントの追加 [事務局111]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 
 
・当表の指標名（単位）の“認知

症疾患医療センター（地域型）の

整備数”については、“認知症疾

患医療センターの整備数”に変

更し、現状値、目標値ともに“１”

から“２”に変更した 
※当圏域の認知症疾患医療セン

ターは計２か所（地域型１か所、

連携型１か所） 

コメントの追加 [事務局112]:  
精神科医の確保に取り組むほ

か、 
→ 
精神科医確保のほか、 

コメントの追加 [事務局113]:  
地域住民  
→  
住民 



63 

 

（図２－５－２） 

 
 

○ 精神科病院に入院している者の退院促進に向けて、地域の相談支援事業所やピアサポ

ーター、医療機関等と連携し、地域移行・地域定着の支援を推進します。 

 

○ 長期入院の後に退院した者等の地域生活の支援のために、アウトリーチ支援を実施する

など、地域における支援体制の構築を促進します。 

 

 

○ 患者の療養環境の改善や社会生活機能の回復に資するため、精神病床における隔離・

身体的拘束の最小化や虐待防止の取組を推進するほか、医療施設近代化施設整備事業

などを活用し、病棟及び保護室の改修やデイケア施設整備の促進に努めます。 

 

○ 市町村などと連携し、「ほっかいどう障がい福祉プラン」に基づき、グループホームや就労

支援事業所等日中活動の場の整備促進に努めます。 

 

【統合失調症】○ 

市町村などと連携し、「北海道障がい福祉計画」に基づき、グループホームや就労支援事

業所など、日中活動の場の整備を促進します。 

 

【うつ病・躁うつ病】 

○ うつ病の診療知識の普及や精神科専門医との連携を推進するため、内科医等かかりつけ

医の対応力向上のための研修会受講について働きかけます。 

 

○ 地域・職域における産業医等と精神科専門医の連携強化を促進するため、医療関係団体

と連携した、うつ病に関する研修や連携システムの構築に努めます。 

 

○  認知行動療法についての知識普及のため、保健医療関係者などに対し、国等が実施す

る研修の受講を働きかけます。 

○ 

コメントの追加 [事務局114]:  
方 
→ 
者 

コメントの追加 [事務局115]:  
方 
→ 
者 

コメントの追加 [事務局116]:  
文言削除 
〇 治療抵抗性統合失調症治療

薬及びｍＥＣＴが必要な時に必

要な場所で受けられるよう、医療

機関における連携体制の構築に

努めます。 

コメントの追加 [事務局117]:  
文言削除 
○ ｍＥＣＴの普及に向け、医療

機関における連携体制の構築に

努めます。 
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○ 精神障がいの特性や疾患の状態に応じた就労支援を推進するため、就業面と生活面に

おける一体的な支援を行う障害者就業・生活支援センターにより、地域における関係機関・

団体の就労支援ネットワークの構築を図ります。 

 

【認知症】 

○ 認知症への社会の理解を深めるため、認知症に関する正しい知識と理解を持って、認知

症の人や家族を見守る認知症サポーター等の養成を進めるとともに、認知症の日（９月21日）

及び月間（９月）など機会を捉えた認知症に関するイベント等を活用し、普及啓発の取組を

推進します。 

 

○ 認知症の人に対して本人の意思をできるだけくみ取り、それを踏まえた医療や看護等が提

供されるよう、医師を始め歯科医師や薬剤師、看護職員など、多職種の医療従事者向けの

研修を活用します。 

 

○ 認知症ケアの質の向上を図るため、介護従事者向けの認知症に関する専門的な知識・技

術を習得するための研修や、認知症初期集中支援チームの質の向上を図るための研修の

受講を働きかけます。 

 

○ 認知症疾患医療センターを中心に、地域の実情に応じ、認知症サポート医やかかりつけ

医等との連携強化を図ります。 

 

○ 地域における認知症の早期発見・診断体制を強化するため、かかりつけ医や認知症初期

集中チームへの指導・助言等を行う認知症サポート医を養成するとともに、フォローアップ研

修を活用しスキルアップを図ります。 

 

○ 今後、国が策定する「認知症施策推進基本計画」に基づく施策に応じた取組を推進しま

す。 

 

○ 市町村などと連携し、「北海道高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」に基づき、

認知症グループホーム等の住まいの場の整備を促進します。 

 

【児童・思春期精神疾患】 

○ 心の問題の発見後、適切な療育や子育てに対する不安の解消などの支援につなげられ

るよう、児童・思春期精神疾患に関する専門性の向上を図るため、保健福祉に関わる職員

を対象とした研修に積極的に参加します。 

 

○ 心の問題を持つ子どもが身近な地域で適切な診療を受け、また、その家族が適切な医療

的相談ができるよう、市町村に必要な専門的支援の確保に努めるほか、地域の保健・医療・

福祉・教育等の関係機関のネットワークを構築し、連携の促進を図ります。 

 

○  入院治療機能を持つ専門医療機関との連携等、心の診療を必要とする子どもやその家族

が身近な地域で診療を受けられる体制構築の促進を図ります。 

 

【発達障がい】 

○ 発達障がいの早期発見や適切な成長・発達を促すため、乳幼児健康診査について市町

村からの受診勧奨を徹底します。 

 

コメントの追加 [事務局118]:  
グループホーム等 
→ 
認知症グループホーム等 
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○ 発達障がいのある人やその家族等を適切な支援につなげられるよう、発達障がいに関す

る専門性の向上を図るため、地域の保健・医療・福祉・教育等の職員を対象にした研修受

講について働きかけます。 

 

○ 発達障がいのある人やその家族等が速やかに医療機関を利用できるよう、道のホームペ

ージを活用するなど医療機関に関する情報の提供に努めるなど、発達障がい早期診断に

向けた体制づくりを推進します。 

 

○ 発達障がいのある人が身近な地域において適切な診療を受け、また、その家族が適切な

療育的相談、医療的相談ができるよう、市町村における包括的な子ども発達支援体制の整

備を支援するほか、地域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関のネットワークを構築し、ラ

イフステージに応じた切れ目のない支援を促進します。 

 

【依存症】 

○ 依存症に関する知識を普及し、当事者・家族を地域で支援することができるよう、住民に

対する啓発や依存症の自助グループや支援者が実施しているミーティングの手法を学ぶ機

会の確保など、依存症支援体制の構築を促進します。 

 

○ 「第２期北海道アルコール健康障害対策推進計画」及び「第２期北海道ギャンブル等依存

症対策推進計画」に基づき、予防及び相談から治療回復支援に至る切れ目のない支援体

制を整備します。 

 

【外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）】 

○ ＰＴＳＤの当事者が適切な支援を受けられるよう、道のホームページを活用するなど相談窓

口や医療機関に関する情報の提供に努めます。 

 

○ ＰＴＳＤに対応できる専門職の養成に資するため、厚生労働省等が主催する支援に必要

な知識や対応技術に関する研修に参加する等、人材育成に努めます。 

 

【高次脳機能障がい】 

高次脳機能障がいの当事者・家族が身近な地域で支援を受けられるよう、保健所におけ

る相談機能の強化や相談窓口の周知を図るとともに、地域において高次脳機能障がいの診

断等が可能となるよう、医療関係者等を対象とする研修の受講を働きかけるなど、支援及び

診療体制の充実を図ります。 

 

【摂食障害】  

○ プライマリケアを担う医療機関、小児科医、内科医等への摂食障害に関する普及啓発を

進めるとともに、医療機関における連携体制の構築を推進します。 

 

〇 摂食障害の当事者・家族等が速やかに医療機関を利用できるよう、道のホームページを

活用するなど医療機関に関する情報の提供に努めます。 

 

【てんかん】 

○ 専門医による高度な医療が必要な患者に対し、てんかん支援拠点病院を中心に、当圏域

の二次診療施設である医療法人ひまわり会札樽病院、JA北海道厚生連倶知安厚生病院と

の診療連携体制の構築や遠隔医療による対応を進めます。 

 

コメントの追加 [事務局119]:  
地域住民  
→  
住民 

コメントの追加 [事務局120]:  
主催する、 
→ 
主催する 
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○ 未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及啓発等に取り組

むほか、必要に応じ受診勧奨するなど、適切な治療につなげる取組を推進します。 

 

○ 老年期に発症するてんかんに関して医療関係者等への理解の促進に取り組みます。 

 

【精神科救急・身体合併症】 

○ 休日・夜間の緊急の相談や救急医療を必要とする方に対応することができるよう、精神科

病院はもとより、自院患者への対応や診療情報の速やかな提供など精神科診療所の協力

も得ながら、精神科救急体制の確保に努めます。 

 

○ また、当圏域内に輪番病院が確保できていない状況があることから、遠隔地域支援病院制

度の活用により、円滑な精神科救急患者の受入を図ります 

 

○ 身体合併症を有する救急患者への対応が円滑に行われるよう、一般救急を担う医療機関

との協力体制や救急搬送時の受入ルールづくりについて、引き続き、精神科救急医療体制

整備事業道央ブロック調整会議において検討します。 

 

○ 精神科救急医療体制整備事業において、新型コロナウイルス感染症をはじめとした新興

感染症への対応に係る検討を進めます。 

 

【自殺対策】 

○ 保健・医療・福祉・労働・教育等の関係機関から構成される「北海道自殺対策連絡会議」

の構成機関・団体と連携し、地域における人材養成や相談体制の確保等、「第４期北海道

自殺対策行動計画」に基づき、総合的な自殺対策を推進します。 

 

○ 子ども・若者や女性の自殺対策の一環として、日常的な連絡手段としてＳＮＳが用いられ

ている現状に鑑み、多様な相談ニーズに対応するため、ＳＮＳ相談事業の周知・活用を図り、

必要に応じた関係機関との連携・支援を行います。 

 

【災害精神医療】 

〇 災害発生により、精神科医療機関が機能停止した場合を想定し、入院患者の搬送方法や

外来患者の医療継続の方法等を検討するほか、ＤＰＡＴを含めた医療チーム派遣に対応す

るための受援体制の整備を進めます。 

 

○ ＤＰＡＴ先遣隊の更なる設置や災害時に備えたＤＰＡＴの派遣体制の充実に向け、関係機

関との調整やＤＰＡＴ構成員の資質向上のための研修等を活用します。 

 

【医療観察法】 

医療観察法による通院決定、退院決定を受けた方を対象として実施される「地域社会に

おける処遇」において、生活に必要な支援が円滑に提供されるよう、指定通院医療機関、保

護観察所、市町村及び相談支援機関等の関係機関と連携して取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

コメントの追加 [事務局121]:  
圏域内  
→  
当圏域内 
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（６）医療連携圏域の設定 

（圏域設定の考え方） 

精神疾患に係る医療連携圏域は、受診へのアクセスのしやすさや必要時の入院を含む

適切な医療の提供と合わせて、地域における保健・福祉・介護サービス等と連携した地域生

活を支える機能等が求められることから、入院医療サービスの完結を目指す圏域である第

二次医療圏単位とします。 

 

（第二次医療圏で完結できない医療提供体制について） 

精神科救急・身体合併症の対応及び地域連携拠点機能等、高度で専門的な医療サービ

スの提供体制については、医療資源の少ない地域での完結が難しいことや本道の広域性を

考慮し、高度で専門的な医療サービスの提供を目指す圏域である第三次医療圏を基本とし

て、道央圏を３分割した８圏域体制を基本に、隣接する圏域と連携を図りながら、医療連携

体制を構築します。 
 

 （表２－５－８） 

 
 ＊ 精神科救急医療体制における病院群輪番制は「札幌・後志１」及び「札幌・後志２」の２ブロックで実施。 
 

（７）医療機関等の具体的名称 

   別に定める公表基準を満たした医療機関（抜粋：後志圏域） 

医療機関等の具体的名称（令和６年４月１日） （69ページ別紙を参照） 

① 各領域の地域精神科医療提供機能を担う 

② 精神疾患の医療提供に係る設備等を有する 

③ 各領域における拠点機能を担う 

 

（８）歯科医療機関の役割 

○ 認知症のある高齢者等では、歯の痛み、歯周病や口内炎等の炎症に伴う痛み、義歯の不

具合等の問題により、ＢＰＳＤ（認知症に伴う行動障害・精神症状）を引き起こす可能性があ

ることから、適切な歯科医療の提供や口腔衛生管理、口腔機能管理に努めます 

 

○ また、認知症要介護高齢者等に対しては、歯科医療従事者と介護職等が連携して食事の

観察やカンファレンスを行うなど、口から食べる楽しみの支援に努めます。 

 

（９）薬局の役割 

○ 精神疾患に対する一層の理解を深めるため、精神科医療に関する研修会に薬局薬剤師

の参加を促すとともに、薬局において、睡眠改善薬などの市販薬の販売時や相談の機会を

通じて、適切な医療が必要と考えられる者に対し、受診勧奨を行うほか、専門医療機関や

相談機関の紹介に努めます。 

 

 

 

連携を図る医療機能等 連携圏域 構成第二次医療圏
道南 南渡島、南檜山、北渡島檜山
道央（札幌・後志） 札幌、後志＊

道央（空知） 南空知、中空知、北空知
道央（胆振・日高） 西胆振、東胆振、日高
道北 上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷
オホーツク 北網、遠紋
十勝 十勝
釧路・根室 釧路、根室

地域連携拠点機能
精神科救急（休日・夜間の緊
急時における身体合併症へ
の対応を含む）

コメントの追加 [事務局122]:  
（７）医療機関等の具体的名称

（令和６年４月１日） 
→ 
（７）医療機関等の具体的名称 

コメントの追加 [事務局123]:  
医療機関等の具体的名称 
→ 
医療機関等の具体的名称（令和

６年４月１日） 

コメントの追加 [事務局124]:  
●ページ 
→ 
69 ページ 

 
※最終版では、ずれる可能性が

あります。 
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○ 向精神薬等の過量服用や薬物依存を未然に防ぐためには、患者が薬物治療について正

しく理解し、適切に服薬などを行うことが重要であることから、薬局において、薬剤服用歴の

管理、服薬状況や副作用の把握等の薬学的管理を行うとともに、患者への適切な服薬指導

などに努めます。 

 

（10）訪問看護事業所の役割 

○ 主治医や医療機関の看護師等と連携し、入院中から在宅療養環境の整備に努めます。 

 

○ 在宅療養中の精神疾患及びその治療に伴う諸症状を把握し、服薬やリハビリテーション等

の適切な療養行動を維持できるよう患者・家族を支援し、生活の質（ＱＯＬ）の向上を目指し

ます。 

 

○ 在宅療養中の病気や障がいの状況に合わせ、生活リズムの安定、社会活動や交流にお

ける対人関係の調整を支援するともに、住民及び保健・医療・福祉等関係者の連携に努め

ます。 

 

○ 認知症患者の行動・心理症状や生活障害に応じた看護を提供するとともに、家族等の支

援や安全に在宅療養生活をおくることができるよう環境整備に努め、生活の質（ＱＯＬ）の向

上を目指します。 
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６ 救急医療体制 

（１）現 状 

○ 救急医療は「医の原点」と言われており、救急医療資源に限りがある中で、道民の誰もが

適切な救急医療を受けられるよう、地域の救急医療機関が連携し、質の高い効果的な救急

医療体制を確保することが重要です。 

 

○ 当圏域の救急医療の需要は増加傾向にあり、救急車の搬送人員を例にとると平成24年の

１万783人から令和３年の１万157人とコロナ禍による一時的な減少があったものの、令和５

年の１万2,069人と、約10年で約11.9％増加しています。 

 

○ その背景として、高齢化の進行や少子化、核家族化、夫婦共働きなど生活環境の変化、

救急医療や救急車利用に対する住民の意識の変化などが挙げられます。 

 

○ また、受入施設の関係等から１時間以上の長時間救急搬送人員は、令和３年では全体の

19.2％に当たる1,958人となっています。 

 

○ 新型コロナウイルスまん延時においては、入院病床の機能が制限されたことにより、救急

患者の受入が困難になる事案（搬送困難事案）が増加しました。 

 

○ 軽症者の救急受診が二次救急医療を担う病院へ集中し、これに伴い医師等への負担が

増大するなどの問題が生じています。 
 

 （表２－６－１）【令和５年救急搬送人員（各消防本部）】 

  
 

（グラフ２－６－１）【収容所要時間別救急搬送人員（令和５年）】 

 
 

 

小 樽 市 北 後 志 羊 蹄 山 ろ く 岩 内 ・ 寿 都 合 計
6,796 1,787 2,166 1,320 12,069

コメントの追加 [事務局125]:  
、感染者数が減少した現在も一

定程度生じ続けています。   
→  
しました。 

コメントの追加 [事務局126]:  
病院勤務医  
→  
医師等 
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（救急医療提供体制） 

当圏域内では、比較的軽度な救急患者に対する初期救急医療から重症の救急患者に

対する二次救急医療までの体系的な医療体制や救急搬送体制を整備しています。 

 

○ 初期救急医療 

 主に軽度の救急患者に外来診療を行う初期救急医療は、各町村立診療所や休日夜間急

患センター及び在宅当番医制参加医療機関により体制を確保しています。 

 また、羊蹄地域では、羊蹄医師会・管内7町村（蘭越町、ニセコ町、真狩村、留寿都町、喜

茂別町、京極町、倶知安町）及びJA北海道厚生連倶知安厚生病院の３者で救急医療体制

整備事業の取組を行っています。 

 

○ 二次救急医療 

 入院治療を必要とする重症救急患者に対する二次救急医療は、９つの病院群輪番制参

加医療機関を中心に、その他３つの救急告示医療機関により体制を確保しています。なお、

そのうち小樽市には６つの病院群輪番制参加医療機関及び救急告示医療機関が１つありま

す。 

 

○ 三次救急医療 

心筋梗塞、脳卒中、交通事故等による多発外傷などの重篤救急患者の救命医療を担う三

次救急医療については、当圏域内に救命救急センターがないことから、道央圏の救命救急

センター（手稲渓仁会病院等）へ救急車やドクターヘリ＊1等により搬送し、重篤救急患者の

救命に努めています。 

 

（救急搬送体制） 

○ 救急搬送は、救急車によるほか、ドクターヘリ、消防防災ヘリコプター等の活用により実施

しています。 

 

○ ４つの消防機関と医療機関の連携のもと、救急搬送途上等における救急医療の質の向上

を図るためメディカルコントロールに基づく病院前救護体制＊2の充実を図っています。 

 

○ 冬期間に外国人が多く訪れる羊蹄山ろくのスキー事故による救急搬送者の多くが、外国

人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
＊1 ドクターヘリ：重症の救急患者に対応できる医療機器などを装備したヘリコプターで、救急医療の専門医及び看護師 

などが搭乗して救急現場等に向かい、現場等から医療機関に搬送するまでの間、患者に救命救急を行うことができる 

専用のヘリコプター。 

＊2 メディカルコントロールに基づく病院前救護体制：傷病者の救命率の向上や合併症の発生率の低下等予後の向上を 

目的に、救急現場から医療機関に搬送されるまでの間に、医師の指示又は指導・助言等の下に救命救急士等が気管 

挿管等の医療行為を実施すること。 

コメントの追加 [事務局127]:  
救急告示医療機関・各町村立診

療所  
→  
各町村立診療所 

コメントの追加 [事務局128]:  
休日夜間救急センター事業と同

様の  
→  
救急医療体制整備事業の 

コメントの追加 [事務局129]:  
外国人の搬送  
→  
外国人 
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（住民への情報提供や普及啓発） 

救急当番医療機関等を電話やインターネットなどで確認できる「北海道救急医療・広域災

害情報システム＊1」により情報提供しているほか、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）＊2の使用方

法を含む救急法等講習会の実施やＡＥＤの設置促進、ポスター・リーフレット等の配布など

により救急医療機関や救急車の適切な利用に関する普及啓発を行っています。 

また、人生の最終段階における医療・ケアについて、患者本人が家族等や医療・ケアチ

ームと繰り返し話し合う取組である人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング）に関する

普及啓発を行っています。 

 

（２）課 題 

（救急医療提供体制の充実） 

○ 当圏域では、初期救急医療をそれぞれ医師会の在宅当番医制や小樽市夜間急病センタ

ーが担っていますが、二次救急医療機関においては、軽症者の救急受診が増加し、医師

等への負担が増大している状況にあり、初期・二次救急医療の役割分担と連携体制の強化

が求められています。 

 

〇 当圏域には整備されていませんが、三次救急を担う救命救急センターは、全ての第三次

医療圏に整備（合計13か所）されていますが、面積が広大な本道においては、ドクターヘリ

の一層の有効活用など三次救急医療体制の充実が求められています。 

 

（救急搬送体制の充実） 

 メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の一層の充実が求められています。 

 

（住民への情報提供や普及啓発） 

○ 救急医療に関する知識を広く住民に提供するため、引き続き、北海道救急医療・広域災

害情報システムの充実やＡＥＤの使用を含む救急法等講習会を開催することが必要です。 

 

○ 救急医療機関や救急車の適切な利用を図るため、住民に対し、一層の啓発が必要です。 

 

○ 高齢化が一層進むことから、救急医療機関の機能と役割を明確にし、入院、退院あるいは

転院時におけるかかりつけ医等の医療機関や介護保険施設などとの連携強化が必要で

す。 

 

○ 居宅・介護施設の高齢者が、自らの意思に沿った救急医療を受け入れられるような環境の

整備を進めるため、住民や医療従事者向けに人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニン

グ）に関する普及啓発を図っていくなどの取組が必要です。 

 

（増加する外国人患者への対応） 

○ 近年増加の一途をたどる外国人患者への適切な対応に向けて、英語のみではなく、中国

語等、多言語への対応が求められています。 

 

 

                                                      
＊1 北海道救急医療･広域災害情報システム：医療機関、消防機関、救急医療情報案内センターをコンピュータネットワー 

クで結び、休日、夜間の救急医療対応医療機関情報の道民への提供や消防機関・医療機関における救急対応に必要

な情報収集・提供等を行うシステムのこと。 

＊2 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）：Automated External Defibrillator の略。心室細動等による心停止者に対し、必要な場 

合にのみ心臓に電気ショック（除細動）を実施することができる機器で、平成 16 年 7 月から一般市民が使用できるよう 

になった。 

コメントの追加 [事務局130]:  
〇 人生の  
→  
また、人生の 

コメントの追加 [事務局131]:  
それぞれの自治体立等の病院・

診療所や夜間急病センター  
→  
それぞれ医師会の在宅当番医

制や小樽市夜間急病センター 

コメントの追加 [事務局132]:  
二次救急医療機関に勤務する医

師等  
→  
医師等 

コメントの追加 [事務局133]:  
地域住民  
→  
住民 

コメントの追加 [事務局134]:  
地域住民  
→  
住民 

コメントの追加 [事務局135]:  
適切な対応が求められています

が、  
→  
適切な対応に向けて、 



73 

 

○ 当圏域においては、冬期の在留外国人や旅行者等の傷病者による二次救急医療を担う

医療機関への集中により、医師等への負担が増大しています。さらに、深夜の軽症受診者

の帰りの移動手段の確保等の問題が生じています。 

 

（３）必要な医療機能 

(初期から三次に至る救急医療体制の充実) 

 重症度・緊急度に応じた医療が提供されるよう、初期から三次救急医療に至る体系的な

医療提供体制を確保するとともに、救急医療機関の負担軽減や病床確保を図るため、急性

期を脱した患者を地域で受け入れられるよう、病病連携・病診連携など医療機関や介護保

険施設等の機能に応じた連携体制を構築することが必要です。 

 また、令和６年４月に施行の医師の時間外・休日労働の上限規制に適切に対応した医療

体制の確保が必要です。 

 

（病院前救護体制及び救急搬送体制の充実） 

○ 道央圏メディカルコントロール協議会に参加するほか、消防機関と連携して病院前救護体

制の充実が求められています。 

 

○ ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等の住民への普及及び広域的な患者搬送を考慮

し、救急車による陸路搬送のほか、ドクターヘリ等による搬送も活用した、より迅速な救急搬

送体制の整備を図ることが必要です。 

また、救急患者の受入が困難となる事案が生じないよう、傷病者の搬送と医療機関への受

入が適切に行われるための取組が必要です。 

 

（新興感染症の発生・まん延時の救急医療体制の確保） 

新興感染症の発生・まん延時において、感染症対応と通常の救急医療を両立できるような

体制を構築することが必要です。 

 

（４）数値目標等 
 （表２－６－２） 

 
 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

（初期救急医療体制の充実） 

○ 原則として、市町村を単位として初期救急医療の確保を図ります。 

 

○ 在宅当番医制の実施や休日夜間急患センターの運営については、診療所等の地域の実

情に応じた参加を促進するとともに、インフルエンザなどの感染症の流行等にも適切に対応

できるよう、医師会や保健所、二次・三次救急医療機関との連携に努めます。 

現状値 目標値

計画策定時 令和１１年度

在宅当番医制等初期救急医療の確保
市町村数

20 20 現状値を維持

救急告示医療機関数 12 12 現状値を維持

実施件数等
救急自動車による搬送時間が1時間
以上の救急患者割合（％）

19.9 12.8以下 全道値

心原性でかつ一般市民により心肺機
能停止の時点が目撃された症例の1ヶ
月後生存率（％）

7.9 13.7以上 全道値

心原性でかつ一般市民により心肺機
能停止の時点が目撃された症例の1ヶ
月後社会復帰率（％）

4.0 8.2以上 全道値

指標区分

体制整備

救急患者の予後等

指標名（単位） 現状値の出典目標値の考え方

後志総合振興局保健環境部調
（R6.4現在）

コメントの追加 [事務局136]:  
特に冬期は  
→  
冬期の 

コメントの追加 [事務局137]:  
集中などに伴い、帰りの移動手

段の確保などで医師等への負担

が増大するなどの問題が生じて

います。  
→  
集中により、医師等への負担が

増大しています。さらに、深夜の

軽症受診者の帰りの移動手段の

確保等の問題が生じています。 

コメントの追加 [事務局138]:  
メディカルコントロールに基づく

病院前救護体制の充実を図ると

ともに、救急患者の受入が困難と

なる事案が生じないよう、傷病者

の搬送と医療機関への受入が適

切に行われるための取組を推進

します。  
→  
道央圏メディカルコントロール協

議会に参加するほか、消防機関

と連携して病院前救護体制の充

実が求められています。 

コメントの追加 [事務局139]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 

コメントの追加 [事務局140]:  
原則、市町村を単位として初期

救急医療を確保します。  
→  
原則として、市町村を単位として

初期救急医療の確保を図りま

す。 
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○ 当圏域では、初期救急は小樽市休日夜間急病センター及び在宅当番医制参加医療機

関により実施されていますが、二次救急医療機関が対応せざるを得ないなどの現状を踏ま

え、医師会等の関係機関と連携して、限りある医療資源の有効な活用に努めます。 

 

（二次救急医療体制の充実） 

○ 当圏域を単位として重症患者の救急医療を24時間365日体制で実施します。 

 

○ 当圏域では、二次救急医療を病院群輪番制参加医療機関及びその他の救急告示医療

機関・診療所により救急医療を確保していますが、継続的･安定的に二次救急医療機関の

機能が確保できるよう、病院群輪番制をはじめとする各種補助金による必要な支援協力に

より、医療機関、消防機関等の関係機関との連携を引き続き推進します。 

 

○ 救急医療提供体制の機能向上のため、救急救命士等の他職種へのタスク・シフト／シェ

ア＊1を含め、地域の実情に応じた救急医療に携わる他職種の業務分担や効率化を推進し

ます。 

 

（三次救急医療体制の確保） 

〇 救急車による陸路搬送のほか、ドクターヘリ等による搬送も活用した、より迅速な救急搬送

体制の整備を図ります。 

 

○ 全ての第三次医療圏で救命救急センターを整備していますが、ドクターヘリの運航状況の   

分析・検討を行いつつ、ドクターヘリのより効果的な運航を図るため関係機関との連携を一

層進めるなど、三次救急医療の確保・充実に努めます。 

 

（救急搬送体制の充実） 

メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実を図るとともに、救急患者の受入

が困難となる事案が生じないよう、傷病者の搬送と医療機関への受入が適切に行われるた

めの取組を推進します。 

 

（住民への情報提供や普及啓発） 

○ ＡＥＤの整備促進や救急法等講習会を開催するなど普及啓発を行います。 

 

○ 医師会や消防機関などと連携し、救急医療機関や救急車の適切な利用に関する普及啓

発を行います。 

 

○ 救急医療機関、かかりつけ医、介護保険施設、精神科救急医療機関等、関係機関の連携

を図ります。 

 

○ 住民や医療従事者向けの研修会を開催するなど人生会議(ＡＣＰ:アドバンス・ケア・プラン

ニング)に関する普及啓発を行います。 

 

 

 

 

                                                      
＊1 タスク・シフト／シェア：これまである職種が担っていた業務を、他の職種にシフト(移管)することや、 シェア(共同化)す 

ることで、これまでの「チーム医療」の発展とされている。 現在国を挙げて取り組んでいる大きな医療の変革の動きで 

あり、個々の従事者の業務負担を最適化しつつ、医療の質を確保する方法の１つとなる。 

コメントの追加 [事務局141]:  
初期救急が休日夜間急病センタ

ー  
→  
初期救急は小樽市休日夜間急

病センター 

コメントの追加 [事務局142]:  
後志圏域  
→  
当圏域 

コメントの追加 [事務局143]:  
文言追加 

コメントの追加 [事務局144]:  
精神科救急等、  
→  
精神科救急医療機関等、 
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（新興感染症の発生・まん延時の救急医療体制の確保） 

新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提

供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から計画

的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に

対応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 
（表２－６－３）                                                     令和６年４月１日現在 

 
 

（７）歯科医療機関の役割 

夜間・休日等に、急に歯科疾患が発症した場合に対応するため、各郡市歯科医師会が実

施する歯科診療所の輪番制等を活用した休日救急歯科医療体制を支援します。 

 

（８）薬局の役割 

休日・夜間の処方せん受入体制については、薬局による輪番制や当番医療機関の近隣

薬局での対応が行われています。今後とも、休日・夜間の診療体制など、地域の実情に合

わせ、薬局が相互に連携し、休日・夜間における調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品

等の供給体制の充実に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 救命救急医療機関等から退院する患者に対して、救命医療機関及び主治医との連携の

下、治療の継続を支援します。 

 

○ 在宅療養者の急変に適切に対応できるよう、緊急時の連絡体制等について、本人・家族、

主治医、救急隊員等との情報共有、連携に努めます。 

二次救急医療機関

★救急告示医療機関

●病院群輪番制参加病院　※診療所

（病院群輪番制参加病院　9）
★ ● 社福）北海道社会事業協会小樽病院
★ ● 小樽市立病院

島 牧 村 寿 都 医 師 会 ★ ● 医療法人社団北匠会小樽中央病院
寿 都 町 寿 都 医 師 会 ★ ● 小樽掖済会病院
黒 松 内 町 寿 都 医 師 会 ★ ● 社福) 恩賜財団北海道支部北海道済生会小樽病院
蘭 越 町 羊 蹄 医 師 会 ★ ● 医療法人ひまわり会札樽病院
ニ セ コ 町 羊 蹄 医 師 会 ★ ● ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院
真 狩 村 羊 蹄 医 師 会 ★ ● 社福)北海道社会事業協会余市病院
留 寿 都 町 羊 蹄 医 師 会 ★ ● 社福)北海道社会事業協会岩内病院
喜 茂 別 町 羊 蹄 医 師 会 ★ ※医療法人たんぽぽ会島田脳神経外科
京 極 町 羊 蹄 医 師 会 ★ ※寿都町立寿都診療所
倶 知 安 町 羊 蹄 医 師 会 ★ ※黒松内町国保くろまつないブナの森診療所
積 丹 町 余 市 医 師 会
古 平 町 余 市 医 師 会
仁 木 町 余 市 医 師 会
余 市 町 余 市 医 師 会
赤 井 川 村 余 市 医 師 会
共 和 町 岩 内 古 宇 郡 医 師 会
岩 内 町 岩 内 古 宇 郡 医 師 会
泊 村 岩 内 古 宇 郡 医 師 会
神 恵 内 村 岩 内 古 宇 郡 医 師 会

011-221-8699（携帯電話等から）
・ホームページアドレス
（パソコン・スマートフォン等から）

北海道救急医療・広域災害情報システム・情報案内センター

http://www.qq.pref.hokkaido.lg.jp

その他（救急医療情報システム等）
（高度救命救急センター）

0120-20-8699（フリーダイヤル）

三次救急医療機関

道
央
（

札
幌
）

後
志

（救命救急センター）
市立札幌病院
独立行政法人国立病院機構

小 樽 市 小 樽 市 医 師 会
小樽市夜間　急病センター

（内、小、外）

北海道大学病院

札幌医科大学附属病院

北海道医療センター

手稲渓仁会病院（ドクターヘリ基地病院）

救
急
告
示

病
院
群
輪
番
制

在宅
当番医制

休日夜間急患センター

第
三
次
医
療
圏

第
二
次
医
療
圏

市町村名

初期救急医療機関

コメントの追加 [事務局145]:  
医療機関 
→ 
医療機関等 
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（図２－６－１） 

 

  

（令和 6 年3月末現在）
 三次救急医療（２４時間）  （重症・複数科にわたるすべての重篤救急患者の受入体制)

  ※札幌医科大学付属病院
  （附属病院は災害拠点病院（基幹））
 ○救命救急センター     4施設
  市立札幌病院
  独）国立病院機構北海道医療センター
  北海道大学病院
  ※手稲渓仁会病院（ドクターヘリ基地病院）

 二次救急医療（休日・夜間） （手術・入院を要する重症救急患者の受入体制）

※小樽市立病院（災害拠点病院（地域））
  ※小樽協会病院（小児に係る輪番制参加病院）
  ・北海道済生会小樽病院 ・札樽病院 ・小樽掖済会病院
  ・小樽中央病院  ・岩内協会病院 ・余市協会病院
  ・ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院（災害拠点病院（地域）

  ・島田脳神経外科 ・寿都町立寿都診療所
  ・黒松内町国保くろまつないブナの森診療所

初期救急医療（休日夜間） （比較的軽症な救急患者の診療）

  小樽市夜間急病センター

  ・小樽市医師会 ・寿都医師会 ・羊蹄医師会
  ・岩内古宇郡医師会 ・余市医師会

消防機関等
・小樽市消防本部 ・羊蹄山ろく消防組合
・北後志消防組合 ・岩内・寿都地方消防組合

●北海道救急医療・広域災害情報システム

   （２４時間体制で医療機関情報を提供）

 ●メディカルコントロールに基づく病院前救護体制

 ●救急蘇生法等講習会、普及啓発活動

救急患者

情報提供等

  救 急 医 療 連 携 体 制

 ○高度救急救命センター   １施設

○病院群輪番制参加病院   ９施設

○救急告示医療機関  ３施設

○休日夜間急患センター   １施設

○在宅当番医制       ５医師会

転

送

転

送

受診

連

携

連

携

重

症

度
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７ 災害医療体制 

（１）現 状 

（災害拠点病院＊1の指定状況等） 

○ 台風・地震・大雨等の自然災害だけでなく、人為災害に備えて地域災害拠点病院として

小樽市立病院が平成９年１月７日に、JA北海道厚生連倶知安厚生病院が平成23年11月１

日に指定されています。 

 

○ 災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の診療機能を確保し、被災

地からの患者の受入や広域搬送に係る対応を行い、医薬品･医療材料等を供給するととも

に、応急用資機材の貸出等により地域の医療機関を支援します。 

 

○ 当圏域は、道内で唯一原子力発電所を有しており事故等により発生する原子力災害時は

北海道地域防災計画（原子力防災計画編）に定められている医療活動を行うことになりま

す。 

 

○ 平成19年度からは、災害急性期（おおむね発災後48時間）に活動できる機動性を有する

専門的訓練を受けた北海道ＤＭＡＴ＊2の養成を図り、全ての災害拠点病院を含む37か所の

病院でチームを保有しているほか、ＤＭＡＴ研修、ＪＭＡＴ＊3研修、ＮＢＣ＊4災害・テロ対策医

療チーム研修等を活用した人材育成に努めています。 

 

〇 災害時に医療機関の状況を把握する手段である広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩ

Ｓ＊5）について、全ての病院で整備し、これを活用した訓練による迅速な情報共有意識の醸

成に取り組んでいます。 

 

○ 東日本大震災、熊本地震、胆振東部地震、知床沖観光船捜索救助事案及び能登半島地

震の際には、道内のＤＭＡＴも派遣され、被災地等で医療救護活動を行っています。 

 

○ 災害時に避難された住民の健康管理・相談や衛生管理等を行う看護師を派遣するため、

北海道看護協会と協定を締結しており、東日本大震災及び胆振東部地震の際には多くの

看護師（災害支援ナース）が被災地で医療救護活動を行っています。 

 

（２）課 題 

（災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化） 

○ 災害時における医療については、災害の種類や規模に応じて医療資源を有効に活用す

る必要があるとともに、平時から、災害対策に資する関係機関等の連携体制を構築しておく

必要があります。 

 

○ 当圏域においては特に、冬季に地震や津波が発生した場合、屋外や寒い屋内での避難

により低体温症のリスクが生じる等、積雪寒冷地特有の課題があります。 

                                                      
＊1 災害拠点病院：災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度な診療機能や広域搬送への対応機能 

、医療救護班の派遣機能などを有し、災害時に必要な医療支援を行うための拠点施設のこと。第二次医療圏ごとに整 

備される「地域災害拠点病院」と、さらにそれらの機能を強化し、災害医療に関して都道府県の中心的な役割を果たす

「基幹災害拠点病院」（各都道府県に１か所）に分けられる。 

＊2 ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Team の略、大地震及び航空機・列車事故といった災害時に迅速に駆けつけ、 

救急医療を行うための専門的な訓練を受けた医療チーム。 

＊3 ＪＭＡＴ：Japan Medical Association Team の略。主に災害急性期以降における避難所・救護所等での医療や健康管

理、被災地の病院・診療所への支援を行う日本医師会災害医療チーム。 

＊4 ＮＢＣ：核物質（Nuclear）、生物剤（Biological）、化学剤（Chemical）の略 

＊5 ＥＭＩＳ：Emergency Medical Information System の略 

コメントの追加 [事務局146]:  
順番の入れ替え 
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○ また、高齢化の進行とともに、災害時における高齢者等の要配慮者の割合が増加すること

が見込まれ、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重要となります。 

 

（災害拠点病院の強化） 

災害拠点病院では、災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うため、施設の耐

震化や浸水等への対策、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）による情報発信、食料、

飲料水等の備蓄、ＤＭＡＴ等の医療チームを受け入れる体制等が必要です。 

 

（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備） 

大規模又は広域的な災害時における医療活動にはＤＭＡＴが必要となりますが、当圏域

では平成26年３月に、小樽市立病院とJA北海道厚生連倶知安厚生病院が北海道ＤＭＡＴ

指定医療機関に指定されており、ＤＭＡＴの養成及び技能の維持等について継続的に取り

組む必要があります。 

 

（災害支援ナースの整備） 

令和４年医療法改正により、災害支援ナースが「災害・感染症医療業務従事者」として法

的に位置づけられたことから、災害時に迅速に対応できる体制の整備に取り組む必要があり

ます。 

 

（３）必要な医療機能 

災害急性期（発災後48時間以内）において必要な医療体制を確保するとともに、急性期

を脱した後も、避難所等での健康保持体制を確保するためには、日本赤十字社や医師会 

（ＪＭＡＴ等）などの協力機関との連携を図ることが必要です。 

 

（災害拠点病院の体制確保） 

災害拠点病院においては、高度の診療機能、傷病者の受け入れ、広域搬送への対応機

能及び応急用資機材の貸出機能等を発揮できるよう、訓練の実施等、平時からの備えを行

っておくことが必要です。 

 

（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の体制確保） 

ＤＭＡＴにおいては、災害の急性期において、専門的な訓練を受けた医師及び看護師等

を災害現場に派遣し、迅速に応急処置などを行うことができる機能が必要です。 

 

（４）数値目標等 
 （表２－７－１） 

 
 

現状値 目標値
計画策定時 令和１１年度

地域災害拠点病院数 2 2 現状値を維持

北海道DMAT指定医療
機関数

2 2 現状値を維持

災害拠点病院における
耐震化整備率（％）

50 100
全施設の

耐震化整備の完了

実施件数等

Ｅ Ｍ Ｉ Ｓ 操 作 を 含 む研
修・訓練を実施している
病院・有床診療所の割
合（％）

19 100 全施設での実施 令和５年度実績

現状値の出典指標名 目標値の考え方指標区分

体制整備
北海道保健福祉部調査
（R6.4現在）

コメントの追加 [事務局147]:  
ＤＭＡＴ  
→  
北海道ＤＭＡＴ指定医療機関 

コメントの追加 [事務局148]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

地域の医療資源に即した災害時に必要な災害医療体制の確保に努めます。 

 

（災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化） 

○ 災害拠点病院は、災害における重篤患者の救命医療等の高度の診療機能を確保し、被

災地からの患者の受け入れや広域搬送に係る対応を行い、医薬品・医療材料等を供給す

るとともに、応急用資機材の貸出等により地域の医療機関を支援します。 

 

○ 北海道ＤＭＡＴ指定医療機関は、道の要請に基づきＤＭＡＴを災害急性期において被災

地に派遣し、「患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処置」、「被災地内の

病院における診療支援」、「被災地内におけるトリアージ＊1や救命措置」等を行います。 

 

○ 道や市町村は、被災者に対して感染症のまん延防止、メンタルヘルスケア等のニーズに

的確に対応するため、保健師、栄養士などによる保健指導及び栄養指導を実施するととも

に関係機関、関係団体との連携を図ります。 

 

（災害拠点病院の強化） 

○ 災害拠点病院の耐震化や浸水等対策を促進します。 

 

○ 災害拠点病院は、基幹災害拠点病院や他の災害拠点病院との連携強化及び情報共有

を図るため、災害拠点病院等連絡協議会への出席に努めます。 

○  

○ 災害拠点病院は地域の医療機関等と連携し定期的に訓練を行うとともに、各種研修等を

受講し、体制の強化に努めます。 

○   

（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備） 

指定機関は災害時にＤＭＡＴが有効に機能するため、研修参加による人材育成や定期

的な訓練参加に努め、整備を図ります。 

 

（広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の活用） 

災害時に医療機関の状況を把握する手段であるＥＭＩＳの円滑な運用が重要であることか

ら、入力訓練を適宜行い、災害時における円滑な運用ができるよう努めます。 

 

（災害支援ナースの整備） 

   災害時における看護ニーズに対応し、災害支援ナースの活動が円滑に行われるよう、関

係機関等と連携を図りながら医療機関との協定締結を進め、災害支援ナースの養成・確保

に努めます。 

 

（６）医療機関の具体的名称 
 （表２－７－２）【基幹災害拠点病院（全道１施設）】                   令和６年３月３１日現在 

  
 

  

 

 

                                                      
＊1 トリアージ：傷病者に対する応急措置や傷病者の状態に応じた治療等の優先度、緊急性の選別。 

圏 域 指定病院名 指定年月日
全 道 札幌医科大学附属病院 平成9年1月7日

コメントの追加 [事務局149]:  
当圏域内の災害拠点病院に対

し、道内の災害拠点病院との連

携強化及び情報共有を図るため

の  
→  
災害拠点病院は、基幹災害拠点

病院や他の災害拠点病院との連

携強化及び情報共有を図るた

め、 

コメントの追加 [事務局150]:  
文言削除 
○ 災害拠点病院における防災

マニュアルの更新を促進します。 

コメントの追加 [事務局151]:  
各種研修等への受講を促進し、 
→  
各種研修等を受講し、 

コメントの追加 [事務局152]:  
文言削除 
○ 災害医療を提供する上で中

心的な役割を担う基幹災害拠点

病院の充実強化が図られるよう

取り組みます。 

コメントの追加 [事務局153]:  
災害時にＤＭＡＴが有効に機能

するため、研修参加による人材

育成や定期的な訓練参加に努

めます。 
→ 
指定機関は災害時にＤＭＡＴが

有効に機能するため、研修参加

による人材育成や定期的な訓練

参加に努め、整備を図ります。 

コメントの追加 [事務局154]:  

令和５年４月 1 日現在  
→  
令和６年３月３１日現在 
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（表２－７－３）【地域災害拠点病院 （全道33施設）】                  令和６年３月３１日現在 

  
 

 （表２－７－４）【ＤＭＡＴ指定医療機関 （全道3７施設）】                令和６年３月３１日現在 

  
 

（７）歯科医療機関の役割 

○ 災害発生時には、地域の歯科医師会を中心として、病院歯科、歯科衛生士会、歯科技工

士会等と連携し、歯科救護所の開設・運営、並びに避難所や仮設住宅における歯科診療、

口腔衛生管理、口腔機能管理等を実施し、義歯紛失などによる摂食嚥下
え ん げ

障害、咀嚼
そ し ゃ く

障害

を有する被災者への歯科医療提供や高齢者の口腔機能の低下による誤嚥
ご え ん

性肺炎の予防

に努めます。 

 

○ 口腔内所見による災害犠牲者身元確認作業及び身元確認の有力な手掛かりとなるカルテ

等診療情報の提供などに努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○ 災害発生時の医療救護活動においては、医療救護チームの医師が被災者の治療等を行

う上で、薬の選択や調剤、服薬指導を行う薬剤師が不可欠であることから、薬局の薬剤師を

派遣するため、薬剤師会の協力を得て、派遣体制の整備を進めます。 

 

○ 災害発生時においては、救護所等において、医薬品や衛生材料等の需給状況の把握や

支援医薬品の仕分け・管理などが適切に実施できる体制づくりに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 訪問看護事業所利用者は、災害時における高齢者や障がい者等の要配慮者が多いた

め、利用者ごとに災害時支援計画を作成し、関係機関との役割分担を決めるなど平時から

の対策を進めます。 

 

○ 災害時における訪問看護事業所間の支援体制のネットワーク化を図り、災害時要配慮者

への訪問看護の提供体制の確保に努めます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 次 医 療 圏 指定病院名 指定年月日
小樽市立病院 平成9年1月7日
ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院 平成23年11月1日

後 志

二 次 医 療 圏 指定病院名 指定年月日
小樽市立病院 平成26年3月26日
ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院 平成26年3月26日

後 志

コメントの追加 [事務局155]:  

令和５年４月 1 日現在  

→  
令和６年３月３１日現在 

コメントの追加 [事務局156]:  

令和５年４月 1 日現在  

→  
令和６年３月３１日現在 

コメントの追加 [事務局157]:  
が  
→  
と 
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 （図２－７－１） 

 
＊１ 災害医療コーディネーター（全道）等：災害医療コーディネーター（全道）、災害時小児周産期リエゾン。 

＊２ 保健医療福祉活動チーム：ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、日赤救護班等。  コメントの追加 [事務局158]:  
注釈追加 
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８ 新興感染症発生・まん延時における医療体制 

（１）現 状 

 本節における現状及び課題は、国の基本方針に基づき、新型コロナウイルス感染症の対応

について記載しており、令和６年３月までの状況を記載しています。 

 

ア 医療提供体制の確保 

○ 令和２年１月の新型コロナウイルス感染症の発生当初、患者は原則、「感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下、「感染症法」という。）に基づく第一種・第

二種感染症指定医療機関＊1（以下「感染症指定医療機関」という。）の感染症病床に入院さ

せるとの国の方針により、道においては、94床(内、当圏域は４床）の感染症病床で対応する

とともに、患者数の増加を踏まえ、関係団体等を通じて患者対応への協力を依頼し、入院

医療体制の確保に努めました。 

 

○ 令和２年７月に策定した「病床確保計画」＊2では、感染のピークに至るまでの間を段階的

に区切ったフェーズごとに確保病床数を設定することが求められたため、道では３段階のフ

ェーズを設定し、原則として第三次医療圏ごとにフェーズの移行を行うこととしました。同計

画に基づく最大確保病床数（第３フェーズの確保病床数）は、令和２年８月１日時点で1,767

床、５類移行前の令和５年５月７日時点で2,410床、令和５年９月29日時点では、2,006床を

確保しました。 

なお、令和６年４月からの通常医療提供体制への段階的な移行に向け、令和５年10月以

降については、感染拡大期における重症患者や中等症患者等に対象を重点化した上で、

病床を確保することとし、531床を確保しました。 

 

○ 外来医療では、令和２年２月に第二次医療圏ごとに帰国者・接触者外来＊3を設置するとと

もに、同年11月からは、季節性インフルエンザの流行期に多数の発熱患者が発生すること

を想定し、医療機関の協力の下、657か所の診療・検査医療機関＊4を指定、令和５年５月７

日時点で1,171か所、令和５年５月８日以降は、外来対応医療機関として指定し、令和６年３

月11日時点では1,454か所、当圏域においては、令和６年３月18日時点で93か所を確保し

ました。 

 

イ 人材の確保及び資質の向上 

○ 感染拡大等により医療機関においても集団感染事例が発生し、支援が必要な施設に対

し、関係団体や医療機関の協力の下、医療チーム（医師、看護師、事務職員等で編成）

や、看護職員等の派遣・調整を行いました。 

 

○ 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見を踏まえた施

設内感染に関する情報や研究の成果に関する情報提供を行ったほか、防護具の着脱訓練

や病原体等の包装責任者養成等の講習会・研修を実施しました。 

 

 

 

 

                                                      
＊1 第一種・第二種感染症指定医療機関：感染症法第３８条第２項に基づき、都道府県知事が指定した病院 

＊2 病床確保計画：国の方針に基づき、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の段階に応じて、病床等を確保するた 

めに都道府県が定める計画 

＊3 帰国者・接触者外来：新型コロナウイルス感染症の疑い例を診察する医療機関 

＊4 診察・検査医療機関：新型コロナウイルス感染症発熱患者等の診察又は検査可能な医療機関として都道府県が指 

定した医療機関 

コメントの追加 [事務局159]:  
フェーズで区切り、フェーズごと

に  
→ 
区切ったフェーズごとに 
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ウ 健康危機対処計画（感染症編）の策定 

○ 新型コロナウィルス感染症の対応を踏まえ、地域保健対策の推進に関する基本的な指針

（令和５年３月改正）に基づき、各保健所で「健康危機対処計画（感染症編）」を作成しまし

た。 

 

（２）課 題 

ア 医療提供体制の確保 

○ 新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医療提供が困難

となることが想定されることから、感染症指定医療機関以外の医療機関等においても、病床

確保のほか、発熱外来や後方支援、自宅療養者等への医療の提供など、医療提供体制を

確保することが必要です。 

 

○ 医療用マスク等の個人防護具については、医療現場において不足することがないよう、平

時から、個人防護具の確保に取り組むことが必要です。 

 

イ 人材の確保及び資質の向上 

○ 新たな感染症危機に備え、道内の医療機関と医療人材の応援体制について協議を進

め、平時から、人材確保を進めることが必要です。 

 

○ 感染症対応を行う医療従事者等への新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓練を

実施するなど、平時から、新興感染症に係る対応能力を高めることが必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

○ 新興感染症の発生時には、感染症指定医療機関の感染症病床により対応します。 

 

○ 流行初期（概ね３か月程度）には、感染症指定医療機関による引き続きの対応とともに、流

行初期医療確保措置＊1の対象となる医療措置協定＊2を締結した医療機関等による対応が

できる体制の整備が必要です。 

 

○ 流行初期の経過後は、医療措置協定を締結した公的医療機関等（公的医療機関等以外

の新興感染症に対応することができる医療機関を含む。）も含めて対応し、その後、順次速

やかに、医療措置協定を締結した全ての医療機関による対応ができる体制の整備が必要

です。 

 

（発熱外来） 

病床確保と同様に、流行の状況に応じ、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置

協定を締結した医療機関、公的医療機関等が対応し、その後、医療措置協定を締結した全

ての医療機関に順次拡大する対応が必要です。 

 

（自宅療養者等への医療の提供） 

   医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、速やかに自宅療養者等への医

療等を提供できる体制の整備が必要です。 

 

                                                      
＊1 流行初期医療確保措置：感染症法第３６条の９に基づき、流行初期の感染症医療の提供により影響を受ける診療報 

酬収入への補填措置 

＊2 医療措置協定：感染症法第３６条の３第１項に基づき、新興感染症の患者等に対する必要な医療の提供などについ

て、都道府県知事と医療機関の管理者との間で締結する協定 

コメントの追加 [事務局160]:  
に向けて、  
→  
を踏まえ、 

コメントの追加 [事務局161]:  
し、体制整備等により対応しま

す。  
→  
しました。 
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（後方支援） 

医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、病床確保を担う医療機関に代わ

って患者を受け入れる体制の整備が必要です。 

 

（医療人材派遣） 

新興感染症が発生した際に、感染症医療担当従事者等を他の医療機関、宿泊施設及び

高齢者施設等に派遣できるよう、医療人材の応援体制の整備が必要です。 

 

（４）数値目標等 

目標値は、新型コロナウイルス感染症の発生・まん延時に確保した医療体制等を目安とし

て、本推進方針で新たに設定したものであるため、現状値はありません。 
 

（表２ー８ー１） 

 
 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

ア 医療提供体制の確保 

（医療機能の確保） 

新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提

供できるよう、医療措置協定をはじめ、関係者や関係機関とともに、平時から計画的な準備

に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に対応する

医療機関等の役割分担が図られるようWEB会議等を活用し調整に努めます。 

 

 

 

 

現状値 目標値
計画策定時 R11

病床数（床） - 70
新型コロナ発生約１年後(2020年12
月)の入院患者数等を目安とし、第
二次医療圏ごとに設定

-

発熱外来機関数（機関） - 5

新型コロナ発生約１年後(2020年12
月)の新型コロナの診療・検査機関
数(200床以上)を目安として、第二
次医療圏ごとに設定することを基本
にしつつ、各圏域の医療状況など
地域実情を鑑みて医療機能を確保

-

病床数（床） - 103

新型コロナ対応で確保した最大の
体制(2022年12月時点)の入院患者
数等を目安とし、第二次医療圏ごと
に設定

-

発熱外来機関数（機関） - 85
新型コロナ対応で確保した最大の
体制(2022年12月時点)を目安とし、
第二次医療圏ごとに設定

-

自宅療養者等への医療提
供機関数＜病院・診療所・
訪問看護事業所＞(機関)

- 67

自宅療養者等への医療提
供機関数＜薬局＞(機関)

- 66

後方支援を行う医療機関
数(機関)

- 6
新型コロナ対応で確保した最大の
体制(後方支援を行う医療機関数)を
目安に第二次医療圏ごとに設定

-

個人防護具を2ヶ月分以
上確保している協定締結
医療機関の割合（％）

- 80
協定を締結した病院、診療所、訪問
看護事業所の８割以上が、個人防
護具の使用量２か月分以上を備蓄

-

研修等を年1回以上実施
等している協定締結医療
機関の割合(％)

- 100 協定を締結した全医療機関で実施 -

現状値の出典

-

実施件数等

目標値の考え方指標区分 指標名（単位）

体制整備
（流行初期）

体制整備
（流行

初期期間
経過後）

新型コロナ対応で確保した最大の
体制(自宅療養者等への医療提供
機関数)を目安に第二次医療圏ごと
に設定

コメントの追加 [事務局162]:  
文言追加 
理由：下表構成の説明を行うた

め冒頭にて追記 

コメントの追加 [事務局163]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 

コメントの追加 [事務局164]:  
関係者や関係機関と協議の上、

医療措置協定を締結するなど、 
→  
医療措置協定をはじめ、関係者

や関係機関とともに、 


